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令和 6 年度総社市一般会計予算 

 

令和 6 年度総社市の一般会計の予算は，次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第 1 条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ 35,820,000 千円と定め

る。 

2  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第 1 表 歳入

歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第 2 条 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 214 条の規定により債務を

負担する行為をすることができる事項，期間及び限度額は，「第 2 表 債

務負担行為」による。 

（地 方 債） 

第 3 条 地方自治法第 230 条第 1 項の規定により起こすことができる地方債

の起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，「第 3 表 

地方債」による。 

（一時借入金） 

第 4 条 地方自治法第 235 条の 3 第 2 項の規定による一時借入金の借入れの

最高額は，4,000,000 千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第 5 条 地方自治法第 220 条第 2 項ただし書の規定により歳出予算の各項の

経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定める。 

（1） 各項に計上した給料,職員手当及び共済費（報酬に係る職員手当及び

共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内

でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

 

令和６年２月２７日提出 

 

 

                 総社市長  片  岡  聡  一 
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事 項 期 間

電算機器借上料 令和6年度から

令和11年度まで

新庁舎移転業務委託 令和6年度から

令和7年度まで

市民提案型事業補助 令和6年度から

令和7年度まで

ふるさと納税「そうじゃの新米」 令和6年度から

（令和7年度分） 令和8年度まで

ふるさと納税返礼品 令和6年度から

令和7年度まで

ふるさと納税ポータルサイト利用経費 令和6年度から

令和7年度まで

確定申告等事務補助職員派遣委託 令和6年度から

令和7年度まで

児童発達支援センター管理運営委託 令和6年度から

（令和6年度追加分） 令和7年度まで

出産おめでとうギフトクーポン償還金 令和6年度から

（令和6年度実施分） 令和7年度まで

健康インセンティブ事業商品券引換金 令和6年度から

（令和6年度実施分） 令和7年度まで

健康インセンティブ事業運営委託 令和6年度から

（令和7年度実施分） 令和7年度まで

農業近代化資金利子補給

土地改良事業（小山東農道外1か所）農林漁業 令和7年度から

資金の借入れに関する元利償還 令和19年度まで 22,308

（令和6年度分）

小規模農道整備事業（黒鼻農道外1か所）農林 令和7年度から

漁業資金の借入れに関する元利償還 令和16年度まで 3,075

（令和6年度分）

岡山県信用保証協会に対する損失補償

大規模工場等立地促進補助 令和6年度から

（令和6年度分） 令和10年度まで

消防指令・無線システム整備委託 令和6年度から

令和7年度まで

消防指令・無線システム整備監理委託 令和6年度から

令和7年度まで

校務用電算機器借上料（小学校） 令和6年度から

令和12年度まで

62,409

第２表　　債務負担行為
（単位　千円）

4,000

119,285

175,000

91,000

1,500

限 度 額

84,367

 農業近代化資金助成法により農業経営近代化を促

 進するために近代化資金を貸し付けた融資機関に

4,419

10,164

4,200

20,000

20,960

 額

997,000

15,585

11,000

 対し，総社市農林業関係資金利子補給要綱により

 行う利子補給額

 岡山県信用保証協会が，総社市中小企業保証融資

 要綱に基づき中小企業者に対して保証した融資に

 係る代位弁済額のうち，日本政策金融公庫から補

 填される額を差し引いた額の2分の1以内の損失金
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事 項 期 間

校務用電算機器借上料（中学校） 令和6年度から

令和12年度まで

学校給食用賄材料経費 令和6年度から

令和7年度まで

給食搬送業務委託事業 令和6年度から

令和11年度まで

24,105

185,000

（単位　千円）

206,400

限 度 額
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（単位　千円）

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法

庁 舎 整 備 事 業 2,115,200 普通貸借 3.0％以内 政府資金については，その
（ただし， 融資条件により，銀行その他

又は 利率見直し の場合には，その債権者と協
老人福祉施設整備事業 1,300 方式で借り 定するところによる｡

証券発行 入れる資金 なお，市財政の都合により
（登録債） について， 繰上償還を行い，若しくは償

児童福祉施設整備事業 56,800 利率の見直 還年限を短縮し，又は低利債
しを行った に借り換えることができる。
後において

水 道 企 業 団 出 資 金 19,600 は当該見直
し後の利率）

農業水利施設等整備事業 50,000

道 路 整 備 事 業 251,900

橋 り ょ う 整 備 事 業 5,500

河 川 事 業 86,200

公 園 施 設 整 備 事 業 13,500

消 防 施 設 整 備 事 業 184,900

防 災 施 設 整 備 事 業 7,500

防 災 対 策 事 業 72,200

小 学 校 施 設 整 備 事 業 10,400

中 学 校 施 設 整 備 事 業 500

幼 稚 園 施 設 整 備 事 業 3,100

文 化 施 設 整 備 事 業 27,500

図 書 館 整 備 事 業 4,100

臨 時 財 政 対 策 債 69,000

合 併 特 例 事 業 2,435,900

償 還 の 方 法利 率

第３表　　地　方　債
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（   0 ）

注　（　）内は，再任用短時間勤務職員を別掲。

（  16 ）

比 較
13

113,017 124,808 237,825

（  16 ）

前 年 度
543

2,021,190 1,250,113 3,271,303

本 年 度
556

2,134,207 1,374,921 3,509,128

人 報 酬 給 料 職員手当等 計

(1) 総　括

計 △ 59 △ 1,145

区 分
職 員 数

給 与 費

２　一　般　職

比　較

長 等

その他の特別職 △ 59 △ 1,132

議 員 △ 13

計 2,335 225,323 36,900 49,421

その他の特別職 2,309 112,090

議 員 22 113,233
35,806

（ 3.30 ）

（ 3.85 ）

13,615

前年度

長 等 4 36,900

計 2,276 224,178 36,900 49,421

（ 3.30 ）
議 員 22 113,220

（ 3.85 ）

35,806

人
年間支給率

（ 月 分 ）

本年度

長 等 4 36,900
13,615

その他の特別職 2,250 110,958

報 酬 給 料

期 末 手 当

地域手当

給与費明細書

給 与 費 明 細 書

１　特　別　職

区 分 職員数

給 与　　
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14,493 252,318

654,506 3,925,809

668,999 4,178,127

備 考

（単位　千円）

共 済 費 合 計

△ 2,779 △ 26,292

△ 1,132

△ 22,368 △ 23,513

1 △ 1,131

△ 13 △ 2,440 △ 2,453

△ 340 △ 22,708

25,488 337,132 45,269

△ 22,368 △ 22,368

382,401

112,090 255 112,345

149,039 35,214 184,253

25,488 76,003 9,800

313,619 42,490 356,109

85,803

3,120

110,958 256 111,214

149,026 32,774 181,800

3,120 53,635 9,460 63,095

備 考
寒 冷 地
手 当

そ の 他
の 手 当

計

（単位　千円）

費

共 済 費 合 計

- 221 -



給 料

その他の増減分 124,808

増減分

職員手当等 124,808 制度改正に伴う

よるもの

その他の増減分 63,780 新陳代謝及び人事異動等に

昇給に伴う増加分 23,840

113,017 給与改定に伴う 25,397

増減分

(2) 給料及び職員手当等の増減額の明細

区 分 増減額(千円) 増減事由別内訳 ( 千 円 ) 説 明

前年度 3,862 40,000

比 較 76,000 △ 200

区 分 退 職 手 当
管理職員特
別勤務手当

児 童 手 当

本年度 76,000 3,662 40,000

比 較 311 △ 1,740 4,070 1,971 440

前年度 2,533 63,500 40,594 36,658 9,105

本年度 2,844 61,760 44,664 38,629 9,545

職員手当

等の内訳

区 分 地 域 手 当 扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
特 殊 勤 務
手 当

給与費明細書
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地域手当 311千円 休日勤務手当 2,010千円

扶養手当 △ 1,740千円 管理職手当 △ 197千円

住居手当 4,070千円 期末手当 4,919千円

通勤手当 1,971千円 勤勉手当 45,749千円

特殊勤務手当 440千円 退職手当 76,000千円

時間外勤務手当 △ 8,525千円 管理職員特別勤務手当 △ 200千円

前 年 度 529 人 14 人 543 人 16 人

増 減 11 人 2 人 13 人

（その他） （計） 再任用（別掲）

本 年 度 540 人 16 人 556 人 16 人

職員数の異動状況 （現に在職する職員数）

平均昇給率 1.21 ％

給料の改定率 1.19 ％

給与改定の状況

給与改定実施時期 令和5年4月1日

前年度

備 考

△ 8,525 2,010 △ 197 4,919 45,749

158,883 4,800 31,675 69,258 459,957 329,288

150,358 4,800 33,685 69,061 464,876 375,037

休 日 勤 務
手 当

管理職手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当

（単位　千円）

時 間 外
勤 務 手 当

夜 間 勤 務
手 当
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注　（　）内は，再任用短時間勤務職員を別掲。

計 432 （10） 100.0 （100.0）

8 11 （　） 2.5 （　）

7 16 （　） 3.7 （　）

6 48 （　） 11.1 （　）

5 58 （　） 13.4 （　）

4 73 （ 6） 16.9 （60.0）

3 94 （ 3） 21.8 （30.0）

2 73 （ 1） 16.9 （10.0）

令 和 5 年 1 月 1 日

現 在

1 級 59 （  ） 人 13.7 （　） ％

計 435 （13） 100.0 （100.0）

8 11 （　） 2.5 （　）

7 16 （　） 3.7 （　）

6 51 （　） 11.7 （　）

5 50 （　） 11.5 （　）

4 70 （ 9） 16.1 （69.2）

3 97 （ 3） 22.3 （23.1）

2 76 （ 1） 17.5 （7.7）

14.7 （　） ％

令 和 6 年 1 月 1 日

現 在

1 級 64 （  ） 人

ウ 級別職員数

区 分
行 政 職

級 職 員 数 構 成 比

大 学 卒 188,700 197,000

円令 和 5 年 1 月 1 日
現 在

高 校 卒 154,900 円

大 学 卒 203,800 212,800

令 和 6 年 1 月 1 日
現 在

高 校 卒 172,300 円 円

イ 初　任　給

区 分 行 政 職 保 育 職 ・ 教 育 職

平 均 年 齢

平 均 年 齢

令 和 5 年 1 月 1 日
現 在

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

令 和 6 年 1 月 1 日
現 在

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

給与費明細書

(3) 給料及び職員手当の状況

ア 職員１人当たり給与

区 分
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12 （ 2） 100.0 （100.0）（  ） 100.0 （  ） 計計 85

（　）5 4 （  ） 33.3

（100.0）（  ） 3 （ 2）3 15 （  ） 17.6

人 66.7 （　） ％（  ） ％ 1 級 8 （  ）2 級 70 （  ） 人 82.4

計 13 （ 2） 100.0 （100.0）91 （  ） 100.0 （  ）計

（　）5 4 （  ） 30.8

（100.0）3 （ 2）

2 （  ） 15.4 （　）（  ） 16.5 （  ） 2

％

3 15

級 7 （  ） 人 53.8 （　）（  ） 人 83.5 （  ） ％ 12 級 76

構 成 比 級 職 員 数 構 成 比

保 育 職 ・ 教 育 職 技 能 労 務 職

級 職 員 数

185,200 207,400

円 151,900 円151,900 円 154,600 円

219,700

164,000 円

196,200

165,400 円 166,600 円 円

技 能 労 務 職
国 の 制 度

行 政 職 教 育 職 技 能 労 務 職

385,870 円 347,369 円 275,243 円

41.11 歳 39.00 歳 42.07 歳

41.08 歳 39.01 歳 42.11 歳

321,125 円 317,413 円 261,275 円

技 能 労 務 職

322,057 円 321,253 円 265,646 円

387,390 円 348,546 円 278,420 円

行 政 職 保 育 職 ・ 教 育 職
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注　（　）内は，再任用短時間勤務職員の標準的な支給率。

月分

（1.175） （1.175） （2.35）
前 年 度

2.225
月分

2.225
月分

4.45

月分

（ 1.175  ） （ 1.175　） （ 2.35 ）
本 年 度

2.250
月分

2.250
月分

4.50

オ 期末手当・勤勉手当

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支 給 率 計
6　月 12　月

84.6
％

100.0
％

9

比 率 (B)/(A) 96.1
％

98.4
％

397 73

4 4

４号給 479
昇給数別内訳

２号給 43 35

77 13

13
人

昇給に係る職員数 (B) 522 432

439
人

91
人

前

年

度

職 員 数 (A) 543
人

89.7
％

100.0
％

9

比 率 (B)/(A) 97.1
％

98.7
％

393 80

7 4

４号給 482
昇給数別内訳

２号給 58 47

87 13

13
人

昇給に係る職員数 (B) 540 440

446
人

97
人

本

年

度

職 員 数 (A) 556
人

エ 昇　　給

区 分 合 計

代 表 的 な 職 種

行　政　職
保育職
教育職

技能労務職

技 能 労 務 職 業 務 員 業 務 員

保育職・教育職 教 諭 園 長

行 政 職 主 事 主 事 主 任 係 長

給与費明細書

　（級別の標準的な職務内容）

区 分 1 級 2 級 3 級 4 級
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有

有

職 制 上 の 段 階 ， 職 務 の
級 等 に よ る 加 算 措 置

備 考

業 務 員

課 長 次 長 部 長

5 級 6 級 7 級 8 級

課 長 補 佐
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富 山 市

3
％

1
人

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称
支 給 額 の 多 い 手 当 の 名 称

支 給 対 象 職 員 の 多 い 手 当 の 名 称

（ 令 和 6 年 1 月 1 日 現 在 ）

支 給 対 象 職 員 の 比 率
25.0

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 0.4
％

％

ク 特殊勤務手当

区 分 全 職 種

3
％

支給対象職員数

（令和6年1月1日現在）

国の指定基準に
基 づ く 支 給 率

20
％

10

4
人

1
人

キ 地域手当

支 給 対 象 地 域 東 京 23 区 伊 勢 原 市

支 給 率 20
％

10
％

支 給 率 等 24.586875
月分

33.27075
月分

47.709
月分

給与費明細書

カ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区 分 20 年 勤 続 の 者 25 年 勤 続 の 者 35 年 勤 続 の 者
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3
％

岡 山 市

3
％

2
人

救急出場手当・夜間特殊業務手当・機械修理員手当

救急出場手当・夜間特殊業務手当・機械修理員手当

31.2

％％
0.4

代 表 的 な 職 種

行 政 職 保 育 職 ・ 教 育 職 技 能 労 務 職

％

47.709
月分 定年前早期退職特例措置

（ 2% ～ 45% 加 算 ）

最 高 限 度 そ の 他 の 加 算 措 置 等 備 考
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区分

扶養手当

住居手当

通勤手当

円

15km 〃 20km 〃 10,300 円

円 40km 以上 22,000

〃 40km 〃 19,600 円

10km 〃 15km 〃 8,400

8km 〃 10km 〃 7,100 円

円 30km 〃 35km

35km

17,200 円〃

〃 30km 〃 14,700 円25km

未満

6km 〃 8km 〃 6,300

4,800 円 20km

4km 〃 6km 〃 5,500 円

交通機関等利用者 限度額 50,000円

自転車等の交通用具の使用者

2km 以上 12,800 円未満以上4km

ケ その他の手当

国 の 制 度
と の 異 同

差 異 の 内 容

同 じ

25km

一部異なる

いずれかに該当する金額とする。

・月額23,000円以下の家賃を支払っている職員
家賃の月額から12,000円を控除した額

・月額23,000円を超える家賃を支払っている職員
家賃の月額から23,000円を控除した額の2分の1(その控除した額
の2分の1が16,000円を超えるときは，16,000円)を11,000円に加
算した額

一部異なる

給与費明細書
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     債務負担行為

令 和 5

 限　度　額 の 支 出

車両借上料（議長車） 2,860 5

5,183 2～5

電算機器借上料 119,285

新庁舎移転業務委託 62,409

市民提案型事業補助 4,000

ふるさと納税「そうじゃの新米」 160,000 5

ふるさと納税「そうじゃの新米」 175,000

ふるさと納税返礼品 91,000

ふるさと納税ポータルサイト利用経費 10,164

確定申告等事務補助職員派遣委託 4,419

17,494 4～5

33,495 4～5

350,000 4～5

48,130 3～5

都市児童健全育成事業（総社小学校区） 76,805 5

100,105 3～5

都市児童健全育成事業（総社中央小学校区） 6,349 5

101,095 3～5

都市児童健全育成事業（総社北小学校区） 4,215 5

債務負担行為で令和7年度以降にわたるものについての令和5年度末までの

支出額又は支出額の見込み及び令和6年度以降の支出予定額等に関する調書

事 項

期 間

車両借上料（市長車）

( 令 和 6 年 度 分 )

( 令 和 7 年 度 分 )

緊急通報装置事業委託

介護予防拠点施設管理運営委託

老人福祉施設管理運営委託

都市児童健全育成事業（総社小学校区）

（令和4年度追加分）

都市児童健全育成事業（総社中央小学校区）

（令和5年度追加分）

都市児童健全育成事業（総社北小学校区）

（令和5年度追加分）
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（単位 千円）

年 度 末 ま で

（ 見 込 ） 額

金 額 期 間 金 額 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

0 6～10 2,860 2,860

2,313 6～7 2,870 2,870

6～11 119,285 119,285

6～7 62,409 62,409

6～7 4,000 4,000

0 6～7 160,000 160,000

6～8 175,000 175,000

6～7 91,000 91,000

6～7 10,164 10,164

6～7 4,419 4,419

4,603 6～7 12,891 12,891

13,398 6～8 20,097 20,097

103,448 6～8 246,552 31,375 215,177

令 和 6 年 度 左 の 財 源 内 訳

以降の支出予定額 特 定 財 源
一 般 財 源

50,065 6～7 74,870 49,913 24,957

63,286 6～7 43,168 28,779 14,389

62,742 6～7 42,568 28,379 14,189
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     債務負担行為

令 和 5

 限　度　額 の 支 出事 項

期 間

130,055 3～5

55,395 3～5

35,985 3～5

都市児童健全育成事業（阿曽小学校区） 15,384 5

19,438

53,685 3～5

35,545 3～5

44,840 3～5

都市児童健全育成事業（総社西小学校区） 11,781 5

33,955 3～5

54,650 3～5

4,009 5

都市児童健全育成事業（山手小学校区） 72,320 3～5

45,895 3～5

都市児童健全育成事業（清音小学校区） 30,777 5

819,930 3～5

26,411 3～5

児童発達支援センター管理運営委託 1,500

6,054 4～5

都市児童健全育成事業（常盤小学校区）

都市児童健全育成事業（総社東小学校区）

都市児童健全育成事業（阿曽小学校区）

（令和5年度追加分）

都市児童健全育成事業（池田小学校区）

都市児童健全育成事業（秦小学校区）

都市児童健全育成事業（神在小学校区）

都市児童健全育成事業（総社西小学校区）

（令和5年度追加分）

都市児童健全育成事業（新本小学校区）

都市児童健全育成事業（昭和五つ星学園義務教育学校区）

都市児童健全育成事業（昭和五つ星学園義務教育学校区）
（ 令和5年度追加分 ）

都市児童健全育成事業（清音小学校区）

（令和5年度追加分）

保育所管理運営委託

児童発達支援センター管理運営委託

（令和6年度追加分）

災害援護資金利子補給金

住宅災害復旧等資金利子補給
総社市住宅災害復旧等

貸し付けた資金に係る
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（単位 千円）

年 度 末 ま で

（ 見 込 ） 額

金 額 期 間 金 額 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

令 和 6 年 度 左 の 財 源 内 訳

以降の支出予定額 特 定 財 源
一 般 財 源

75,248 6～7 54,807 36,538 18,269

32,987 6～7 22,408 14,939 7,469

6～7 19,438 12,958 6,480

25,560 6～7 28,125 18,750 9,375

14,818 6～7 20,727 13,818 6,909

15,464 6～7 18,491 12,327 6,164

36,339 6～7 35,981 23,987 11,994

407,235 6～7 412,695 412,695

96 6～10 5,958 5,958

利子額

26,832 6～7 24,537 16,358 8,179

32,897 6～7 23,724 15,816 7,908

34,638 6～7 24,021 16,014 8,007

38,244 6～7 38,428 25,619 12,809

15,846 6～7 12,065 12,065

資金利子補給金交付要綱に基づき，融資機関が平成３０年７月豪雨災害の被災者に対して
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     債務負担行為

令 和 5

 限　度　額 の 支 出事 項

期 間

1,000,000 5

4,200

20,000

15,585

新田農道外3か所 14,997 25～5

西山水路外3か所 15,768 28～5

通り黒水路外2か所 17,626 29～5

石の端西水路外1か所 14,588 30～5

屋根農道外1か所 14,588 元～5

細瀬水路外2か所 13,149 2～5

砂場農道外4か所 28,170 3～5

中条道東農道外1か所 19,431 4～5

小山東農道 20,722 5

小山東農道外1か所 22,308

小山東農道外1か所 22,308

大谷新池外1か所 22,597 20～5

大林池 19,203 21～5

上トビオ池 13,383 23～5

望小池外1か所 18,674 24～5

中山中池 15,999 25～5

衛士池 12,019 26～5

中池 17,343 27～5

農業近代化資金助成法

林業関係資金利子補給

健康インセンティブ事業商品券引換金 (令和 6年度 実施 分 )

病院施設整備補助事業（薬師寺慈恵病院）

出産おめでとうギフトクーポン償還金 (令和 6年度 実施 分 )

( 令 和 4 年 度 分 )

土地改良事業農林漁業資
金の借入れに関する元利
償還

( 平 成 24 年 度 分 )

( 平 成 27 年 度 分 )

( 平 成 28 年 度 分 )

健康インセンティブ事業運営委託 (令和 7年度 実施 分 )

農業近代化資金利子補給

( 令 和 5 年 度 分 )

( 令 和 6 年 度 分 )

小規模ため池補強事業農
林漁業資金の借入れに関
する元利償還

( 平 成 19 年 度 分 )

( 平 成 20 年 度 分 )

( 平 成 29 年 度 分 )

( 平 成 30 年 度 分 )

( 令 和 元 年 度 分 )

( 令 和 2 年 度 分 )

( 令 和 3 年 度 分 )

( 平 成 22 年 度 分 )

( 平 成 23 年 度 分 )

( 平 成 24 年 度 分 )

( 平 成 25 年 度 分 )

( 平 成 26 年 度 分 )

- 236 -



（単位 千円）

年 度 末 ま で

（ 見 込 ） 額

金 額 期 間 金 額 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

令 和 6 年 度 左 の 財 源 内 訳

以降の支出予定額 特 定 財 源
一 般 財 源

0 6～9 1,000,000 1,000,000

6～7 4,200 4,200

6～7 20,000 20,000

6～7 15,585 5,500 10,085

要綱により行う利子補給額

13,590 6～7 1,407 1,407

9,783 6～10 5,985 5,985

9,051 6～11 8,575 8,575

5,935 6～12 8,653 8,653

4,354 6～10 10,234 10,234

1,681 6～14 11,468 11,468

103 6～15 28,067 28,067

41 6～16 19,390 19,390

12 6～14 20,710 20,710

6～18 22,308 22,308

7～19 22,308 22,308

19,682 6～7 2,915 1,962 953

15,486 6～8 3,717 2,543 1,174

9,062 6～10 4,321 2,909 1,412

11,408 6～11 7,266 4,892 2,374

8,710 6～12 7,289 3,835 3,454

5,736 6～13 6,283 3,305 2,978

7,101 6～14 10,242 5,390 4,852

により農業経営近代化を促進するために近代化資金を貸し付けた融資機関に対し，総社市農
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     債務負担行為

令 和 5

 限　度　額 の 支 出事　　　　　　　　　　　　　　　　　　項

期 間

八代大池外1か所 11,518 28～5

新池 16,657 29～5

新池 19,596 30～5

新池外1か所 19,398 元～5

宮ノ前農道 4,666 30～5

宮ノ前農道外1か所 2,127 元～5

古屋敷農道 3,181 2～5

京免農道 2,023 3～5

竹ノ鼻農道外1か所 8,788 4～5

竹ノ鼻農道外1か所 4,299 5

砂場農道外1か所 4,931

黒鼻農道外1か所 3,075

水内山田農道外4か所 3,646 28～5

新田農道外2か所 5,508 29～5

荒神元農道外1か所 2,283 30～5

大正農道 1,896 元～5

大正農道 2,033 2～5

三須地区 7,223 18～5

山田地区 21,581 18～5

原地区 12,289 18～5

三須地区 9,939 19～5

山田地区 18,245 19～5

原地区 19,108 19～5

三須地区 4,970 20～5

( 平 成 27 年 度 分 )

( 平 成 28 年 度 分 )

( 平 成 29 年 度 分 )

( 平 成 30 年 度 分 )

小規模農道整備事業農林
漁業資金の借入れに関す
る元利償還

( 平 成 29 年 度 分 )

( 平 成 30 年 度 分 )

( 令 和 元 年 度 分 )

( 令 和 2 年 度 分 )

( 令 和 3 年 度 分 )

( 令 和 4 年 度 分 )

( 令 和 5 年 度 分 )

( 令 和 6 年 度 分 )

( 令 和 元 年 度 分 )

県営ほ場整備事業農林漁
業資金の借入れに関する
元利償還

( 平 成 17 年 度 分 )

( 平 成 17 年 度 分 )

小規模農道舗装事業農林
漁業資金の借入れに関す
る元利償還

( 平 成 27 年 度 分 )

( 平 成 28 年 度 分 )

( 平 成 29 年 度 分 )

( 平 成 30 年 度 分 )

( 平 成 17 年 度 分 )

( 平 成 18 年 度 分 )

( 平 成 18 年 度 分 )

( 平 成 18 年 度 分 )

( 平 成 19 年 度 分 )
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（単位 千円）

年 度 末 ま で

（ 見 込 ） 額

金 額 期 間 金 額 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

令 和 6 年 度 左 の 財 源 内 訳

以降の支出予定額 特 定 財 源
一 般 財 源

3,857 6～15 7,661 4,031 3,630

4,527 6～16 12,130 6,383 5,747

4,028 6～17 15,568 8,192 7,376

2,666 6～18 16,732 8,805 7,927

2,343 6～9 2,323 2,323

802 6～10 1,325 1,325

799 6～11 2,382 2,382

228 6～12 1,795 1,795

39 6～13 8,749 8,749

11 6～14 4,288 4,288

6～15 4,931 4,931

7～16 3,075 3,075

2,735 6～7 911 911

3,452 6～8 2,056 2,056

1,146 6～9 1,137 1,137

714 6～10 1,182 1,182

511 6～11 1,522 1,522

6,270 6～7 953 953

18,765 6～7 2,816 2,816

10,674 6～7 1,615 1,615

7,997 6～8 1,942 1,942

14,681 6～8 3,564 3,564

15,382 6～8 3,726 3,726

3,672 6～9 1,298 1,298
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     債務負担行為

令 和 5

 限　度　額 の 支 出事　　　　　　　　　　　　　　　　　　項

期 間

山田地区 3,197 20～5

原地区 10,716 20～5

三須地区 2,222 21～5

山田地区 1,670 21～5

原地区 8,557 21～5

山田地区 1,676 22～5

原地区 1,781 22～5

山田地区 1,738 23～5

原地区 2,028 23～5

原地区 1,247 24～5

大谷池 711 22～5

大谷池 3,757 24～5

大谷池 2,502 25～5

宿地区 15,485  18～5

宿地区 7,633  19～5

宿地区 4,715  20～5

久代地区 8,380 30～5

久代地区 3,125 元～5

久代地区外1か所 16,838 元～5

久代地区外1か所 8,962 2～5

黒尾地区 3,165 3～5

黒尾地区 2,355 4～5

団体営農道整備事業農林
漁業資金の借入れに関す
る元利償還

三須地区 6,653 28～5

( 平 成 19 年 度 分 )

( 平 成 19 年 度 分 )

( 平 成 20 年 度 分 )

( 平 成 20 年 度 分 )

( 平 成 20 年 度 分 )

( 平 成 21 年 度 分 )

( 平 成 21 年 度 分 )

( 平 成 22 年 度 分 )

( 平 成 22 年 度 分 )

( 平 成 23 年 度 分 )

県営ため池整備事業農林
漁業資金の借入れに関す
る元利償還

( 平 成 21 年 度 分 )

( 平 成 23 年 度 分 )

( 平 成 24 年 度 分 )

団体営ほ場整備事業農林
漁業資金の借入れに関す
る元利償還

( 平 成 17 年 度 分 )

( 平 成 18 年 度 分 )

( 平 成 19 年 度 分 )

団体営果樹団地整備事業
農林漁業資金の借入れに
関する元利償還

( 平 成 29 年 度 分 )

( 平 成 29 年 度 分 )

( 平 成 30 年 度 分 )

( 令 和 元 年 度 分 )

( 令 和 2 年 度 分 )

( 令 和 3 年 度 分 )

( 平 成 27 年 度 分 )
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（単位 千円）

年 度 末 ま で

（ 見 込 ） 額

金 額 期 間 金 額 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

令 和 6 年 度 左 の 財 源 内 訳

以降の支出予定額 特 定 財 源
一 般 財 源

2,363 6～9 834 834

7,919 6～9 2,797 2,797

1,496 6～10 726 726

1,125 6～10 545 545

5,765 6～10 2,792 2,792

1,020 6～11 656 656

1,084 6～11 697 697

942 6～12 796 796

1,099 6～12 929 929

592 6～13 655 655

445 6～11 266 266

1,861 6～13 1,896 1,896

1,072 6～14 1,430 1,430

13,552 6～7 1,933 1,933

6,208 6～8 1,425 1,425

3,530 6～9 1,185 1,185

655 6～19 7,725 7,725

26 6～20 3,099 3,099

140 6～20 16,698 16,698

39 6～21 8,923 8,923

17 6～22 3,148 3,148

8 6～23 2,347 2,347

4,991 6～7 1,662 1,662
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     債務負担行為

令 和 5

 限　度　額 の 支 出事 項

期 間

上原地区 8,607 22～5

上原地区 6,759 23～5

下原下流地区 9,356 26～5

下原下流地区 1,956 26～5

下原下流地区 11,107 27～5

下原下流地区 5,910 28～5

水内細瀬線 7,557 28～5

水内細瀬線 3,808 29～5

水内細瀬線 3,005 30～5

大規模工場等立地促進補助 20,960

総社市砂川公園管理運営委託 41,500 3～5

消防指令・無線システム整備委託 997,000

消防指令・無線システム整備監理委託 11,000

車両借上料（教育長車） 578 5

外国語指導助手派遣業務委託 173,250 4～5

校務用電算機器借上料（小学校） 84,367

校務用電算機器借上料（中学校） 24,105

27,870 3～5

27,990 3～5

学校給食用賄材料経費 185,000

給食搬送業務委託事業 206,400

団体営かんがい排水事業
農林漁業資金の借入れに
関する元利償還

( 平 成 21 年 度 分 )

( 平 成 22 年 度 分 )

( 平 成 25 年 度 分 )

( 平 成 25 年 度 分 )

( 平 成 26 年 度 分 )

( 平 成 27 年 度 分 )

小規模林道整備事業農林
漁業資金の借入れに関す
る元利償還

( 平 成 27 年 度 分 )

( 平 成 28 年 度 分 )

( 平 成 29 年 度 分 )

岡山県信用保証協会に対する損失補償
岡山県信用保証協会が

日本政策金融公庫から

（ 令 和 6 年 度 分 ）

総社市水辺の楽校管理運営委託

総社市きよね夢てらす管理運営委託
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（単位 千円）

年 度 末 ま で

（ 見 込 ） 額

金 額 期 間 金 額 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

令 和 6 年 度 左 の 財 源 内 訳

以降の支出予定額 特 定 財 源
一 般 財 源

6,388 6～9 2,219 2,219

4,573 6～10 2,186 2,186

4,460 6～13 4,896 4,896

805 6～14 1,151 1,151

4,543 6～14 6,564 6,564

1,978 6～15 3,932 3,932

5,878 6～7 1,679 1,679

2,539 6～8 1,269 1,269

1,787 6～9 1,218 1,218

6～10 20,960 20,960

24,170 6～7 17,330 17,330

6～7 997,000 855,500 141,500

6～7 11,000 8,200 2,800

0 6～7 578 578

57,750 6～7 115,500 115,500

6～12 84,367 84,367

6～12 24,105 24,105

16,722 6～7 11,148 11,148

16,794 6～7 11,196 11,196

6～7 185,000 134,700 50,300

6～11 206,400 206,400

補填される額を差し引いた額の2分の1以内の損失金額

総社市中小企業保証融資要綱に基づき中小企業者に対して保証した融資に係る代位弁済額のうち，
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     債務負担行為

令 和 5

 限　度　額 の 支 出事　　　　　　　　　　　　　　　　　　項

期 間

605,000 4～5

105,000 4～5

スポーツセンター等管理運営委託

清音ふるさとふれあい広場等管理運営委託
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（単位 千円）

年 度 末 ま で

（ 見 込 ） 額

金 額 期 間 金 額 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

令 和 6 年 度 左 の 財 源 内 訳

以降の支出予定額 特 定 財 源
一 般 財 源

210,000 6～8 395,000 395,000

42,000 6～8 63,000 63,000
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地    方    債

令 和 4 年 度 令 和 5 年 度 令 和 6 年 度

末 現 在 高 末 現 在 高

末 現 在 高 見 込 額 見 込 額

22,080(1) 総 務 債 36,800 29,440

(5) そ の 他 552,863 476,301 76,563

1,925

66,550 6,050

399,738

19,250

60,500

193,101

65,845

(3) 消 防 債 23,100 21,175

地 方 債 の 令 和 4 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 令 和 5 年 度 末

及 び 令 和 6 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

起 債 見 込 額
元 金 償 還
見 込 額

令和 6 年度中 増 減見 込 み

(4) 教 育 債 72,600

(2) 土 木 債

(5)

19,118

  １  普       通       債

(2)

3,582,337

311,623

212,216

79,400

7,360

3,671,541

民 生 債

区 分

5,963,459

21,552

356,547 491,345

11,350

（単位　千円）

6,186,422

940,179

50,000

279,336

1,461,3061,654,600

357,100

5,944,318

45,600

80,836

58,100

775,400 533,296

69,214

503,545

3,747,898280,743

(3) 農 林 業 債

(4)

(6)

  ２  災  害  復  旧  債

264,600

(1) 農 林 業 債

830,281

73,154

719,316110,965

土 木 債

消 防 債

教 育 債

236

37,800

463,100

7,309

173,983

1,380,585126,321
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令 和 4 年 度 令 和 5 年 度 令 和 6 年 度

末 現 在 高 末 現 在 高

末 現 在 高 見 込 額 見 込 額

水 道 企 業 団
出 資 債

地 域 総 合 整 備
貸 付 資 金 債

2,547,419 32,935,074

合 併 特 例 債(8)

計 31,958,103 30,067,393 5,415,100

13,456,96012,329,531

減 収 補 塡 債

区 分

（単位　千円）

起 債 見 込 額
元 金 償 還
見 込 額

令和 6 年度中 増 減見 込 み

2,115,675

辺地対策事業債

(3) 747,833

4,524 3,561 961

950 2,115,2001,735 475

4,78023,824 14,302 9,522

2,600

976,950 852,824 19,600 124,591

11,425

25,054,465 23,292,794 4,639,700 1,903,158 26,029,336

44,165 23,831 12,406

9,608,678

96,183 88,784 7,399 81,385

11,577,553 10,623,337 69,000 1,083,659

11,685,205 2,435,900 664,145

(4)

(7)

 ３  そ   の   他   債

(1)

(2)

(6)

庁舎建設事業債

減 税 補 塡 債(5)

臨時財政対策債
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総 社 市 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 予 算





議案第３０号 

 

 

令和 6 年度総社市国民健康保険特別会計予算 

 

 

令和 6 年度総社市の国民健康保険特別会計の予算は，次に定めるところに

よる。 

（歳入歳出予算） 

第 1 条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ 6,700,000 千円と定める。 

2  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第 1 表 歳入

歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第 2 条 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 235 条の 3 第 2 項の規定に

よる一時借入金の借入れの最高額は，100,000 千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第 3 条 地方自治法第 220 条第 2 項ただし書の規定により歳出予算の各項の

経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定める。 

（1） 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同

一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

 

令和６年２月２７日提出 

 

 

                 総社市長  片  岡  聡  一 
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10
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給 料 給与改定に伴う

増減分

給 料 職員手当等 計

46,133

1,723

国民健康保険特別会計

18

１　特　別　職

給 与 費 明 細 書

213

期 末 手 当

年間支給率

（ 月 分 ）

本年度

区　　　　　　分

比較

18

その他の特別職

その他の特別職

その他の特別職前年度

報 酬 給 料

213

地域手当

職員数

人

給　　　　　　　　　　　　　与　　

２　一　般　職

(1)　総　括

28,360 17,773

給 与 費

報 酬
区 分

本 年 度

前 年 度

職 員 数

人

比 較

9

9

4,883

25,200 16,050 41,250

3,160

昇給に伴う増加分

その他の増減分 2,344

479

人事異動等によるもの

3,160 337

説 明区 分 増減額(千円) 増減事由別内訳 ( 千 円 )

(2)　給料及び職員手当等の増減額の明細

職員手当

等の内訳
530

55

120

120

5,000

特 殊 勤 務
手 当

△ 120

5,000642

通 勤 手 当

870 585

時 間 外
勤 務 手 当

住 居 手 当

78

扶 養 手 当

228

198

区 分

本年度

前年度

比 較
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費

寒 冷 地
手 当

計

213

213

そ の 他
の 手 当

共 済 費 合 計

213

（単位　千円）

213

備　　　　　　考

1,000

合 計

55,333

49,450

5,883

共 済 費

9,200

8,200

（単位　千円）

備 考

（単位　千円）

9 人

前 年 度

増 減

9 人

9 人

本 年 度

（現に在職する職員数）

9 人

（計）

平均昇給率

（その他）

給料の改定率前年度 ％

1.93

職員数の異動状況

給与改定の状況

備 考

5,300

1.19

％

令和5年4月1日

650 1,090 △ 180

1803,900

休 日 勤 務
手 当

管理職手当

180

期 末 手 当 勤 勉 手 当 児 童 手 当

5,950 4,990

給与改定実施時期

180
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職員手当等 制度改正に伴う

ア 職員１人当たり給与

203,800 196,200

1,723

263,425 円

166,600

28.03 歳

行 政 職

イ 初　任　給

平 均 給 与 月 額

平 均 給 料 月 額

328,901 円

32.05 歳

271,266 円

その他の増減分

令 和 6 年 1 月 1 日
現 在

平 均 給 料 月 額

国民健康保険特別会計

1,723

説 明区 分 増減額(千円)

行 政 職

平 均 年 齢

区 分

増減事由別内訳 ( 千 円 )

増減分

(3) 給料及び職員手当の状況

行 政 職

158,900 円

国 の 制 度

172,300 円

154,600

大 学 卒 191,700

令 和 5 年 1 月 1 日
現 在

228,277 円

大 学 卒

令 和 6 年 1 月 1 日
現 在

高 校 卒

185,200

円

円

高 校 卒

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

令 和 5 年 1 月 1 日
現 在

区 分
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100.09

4

22.2 ％

22.2

2 人

22.2

2 2

区 分

1 11.1

44.5

区 分

　（級別の標準的な職務内容）

4

1 級

計

100.0

％人

4

級 職 員 数 構 成 比

行 政 職

1 22.22

2

級

1,090千円勤勉手当

児童手当

228千円

△ 180千円

650千円

55千円

△ 120千円 期末手当

住居手当

　ウ　級別職員数

備 考

通勤手当

扶養手当

1 級

主 事

2

9計

3
令 和 6 年 1 月 1 日

現 在

55.6
令 和 5 年 1 月 1 日

現 在

2 級 3 級 4 級

3 5

主 事 主 任 主 査行 政 職
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国民健康保険特別会計

4.50

9

9

8

1

人

人
9

本

年

度

行 政 職

職 員 数

昇給に係る職員数

1

備 考

2.225 2.225 有

人

代表的な職種
全 職 種

12　月

有

100.0

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

　オ　期末手当・勤勉手当

職制上の段階，職務の
級等による加算措置

支給率計

％

％

100.0
％

支 給 対 象 職 員 の 比 率

区 分

9

9

％

代 表 的 な 特 殊
勤 務 手 当 の 名 称

支 給 額 の
多い手当の名称

支給対象職員の
多い手当の名称

（ 令 和 6 年 1 月 1 日 現 在 ）

6　月

0.40.4 ％

行 政 職

代 表 的 な 職 種

2.250 2.250
月分

4.45

　カ　特殊勤務手当

全 職 種区 分

本 年 度

前 年 度

月分 月分

人

9
前

年

度

支 給 期 別 支 給 率

昇給数別内訳

100.0

100.0

　エ　昇　　給

区 分

9

２号級

４号級

(B)/(A)
％

比 率 (B)/(A)

昇給に係る職員数

４号級

比 率

２号級

職 員 数 9

(A)

(B) 9

8

9

昇給数別内訳

(B)

(A)
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差 異 の 内 容

いずれかに該当する金額とする。

・月額23,000円以下の家賃を支払っている職員
家賃の月額から12,000円を控除した額

・月額23,000円を超える家賃を支払っている職員
家賃の月額から23,000円を控除した額の2分の1(その控除した額
の2分の1が16,000円を超えるときは，16,000円)を11,000円に加
算した額

6km

〃

〃

〃20km

10km

10km

15km 〃

〃

円

7,100 円

10,300

40km

〃

19,600

円

22,00040km 以上

35km 〃

〃

8,400

〃

30km

6km

8km

円

〃 〃

〃

15km

4km

円

円

自転車等の交通用具の使用者

未満

円

35km 17,200

8km

6,300

50,000円

キ その他の手当

区 分
国 の 制 度
と の 異 同

20km

扶養手当 同 じ

住居手当 一部異なる

通勤手当 一部異なる

交通機関等利用者 限度額

5,500 円 25km 〃 30km

2km 以上 4km 4,800 円

〃 14,700 円

〃

〃

以上 25km 未満 12,800 円

- 279 -





総 社 市 後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 予 算





議案第３１号 

 

 

令和 6 年度総社市後期高齢者医療特別会計予算 

 

令和 6 年度総社市の後期高齢者医療特別会計の予算は，次に定めるところ

による。 

（歳入歳出予算） 

第 1 条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ 1,255,000 千円と定める。 

2  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第 1 表 歳入

歳出予算」による。 

 

 

令和６年２月２７日提出 

 

 

                 総社市長  片  岡  聡  一 
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給 料 給与改定に伴う

増減分

地 域 手 当 扶 養 手 当

142

比 較

530

住 居 手 当

増減額(千円)

増減分

105

制度改正に伴う

134

105

区 分

区 分

120

本年度

前年度

(2)　給料及び職員手当等の増減額の明細

5

職員手当

等の内訳

678

説 明増減事由別内訳 ( 千 円 )

530

通 勤 手 当
特 殊 勤 務
手 当

418 30

30137 418

職員手当等

その他の増減分 174

222

比 較

人事異動等によるもの

昇給に伴う増加分

計

105

19,30310,700

その他の増減分

558

(1)　総　括

8,708本 年 度

635

8,603

人 職員手当等

11,230

後期高齢者医療特別会計

給 与 費

報 酬

3

3

区 分

前 年 度

給 与 費 明 細 書

１　一　般　職

職 員 数

給 料

19,938
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時 間 外
勤 務 手 当

2,500

2,500

180千円

（現に在職する職員数）

備 考

給与改定の状況

％

△ 200

本 年 度

％

2,600

1.19

職員数の異動状況

前 年 度

令和5年4月1日

3 人 3 人

給与改定実施時期

給料の改定率

（単位　千円）

備 考

（単位　千円）

△ 200千円

扶養手当

前年度

増 減

平均昇給率

（その他）

勤勉手当

350

5千円

児童手当

120千円

（計）

休 日 勤 務
手 当

勤 勉 手 当

180

2,600

50

2.15

2,010

23,053

児 童 手 当

280

480

985

期 末 手 当

1,83050

合 計

24,038

共 済 費

3 人

4,100

3,750

地域手当

3 人
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計 3

　（級別の標準的な職務内容）

1 級

191,700

4

1

3

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

大 学 卒

37.07 歳

203,800

職 員 数

円

196,200

構 成 比

計

33.3

3

4 2

級

306,933 円

令 和 6 年 1 月 1 日
現 在

大 学 卒

　ウ　級別職員数

令 和 5 年 1 月 1 日
現 在

行 政 職

円

区 分

185,200

高 校 卒 円

％

区 分

158,900

平 均 年 齢

平 均 給 与 月 額

平 均 給 料 月 額

1

高 校 卒

級

　イ　初　任　給

令 和 5 年 1 月 1 日
現 在

令 和 6 年 1 月 1 日
現 在

級

人

33.3

100.0

1

人

後期高齢者医療特別会計

区 分

404,480 円

291,733 円

38.08 歳

行 政 職

395,616 円

33.4

166,600

行 政 職

　ア　職員１人当たり給与

(3)　給料及び職員手当の状況

％

国 の 制 度

円

154,600

行 政 職

平 均 年 齢

172,300

1

66.7

100.0

3

1

1 33.3

行 政 職

区 分

令 和 6 年 1 月 1 日

現 在

令 和 5 年 1 月 1 日

現 在

3 級 4 級

主 任 係 長主 事
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人

（令和6年1月1日現在）

国の指定基準に
基 づ く 支 給 率

3
％

　カ　地域手当

支 給 対 象 地 域 岡 山 市

支 給 率 3
％

支給対象職員数
1

前 年 度

比 率

2.250本 年 度

6　月

(B)

(A)

支 給 期 別 支 給 率

月分

区 分

(B)/(A)

人

前

年

度
3

3

(B)/(A)

昇給に係る職員数

3

100.0

3

昇給数別内訳

　オ　期末手当・勤勉手当

月分

4.45

2.250

2.225

12　月

％

備 考

％

有

有

職制上の段階，職務の
級等による加算措置

支 給率 計

4.50

比 率

昇給数別内訳 ４号級

本

年

度

昇給に係る職員数

区 分

3

3

　エ　昇　　給

3職 員 数 (A)

全 職 種

％
100.0

100.0

人

４号級

代表的な職種

人

3

行 政 職

人

3

3

月分

3

100.0

職 員 数

(B)

3

％

2.225

- 297 -



自転車等の交通用具の使用者

％

支 給 額 の
多い手当の名称
支給対象職員の
多い手当の名称

支 給 対 象 職 員 の 比 率

（ 令 和 6 年 1 月 1 日 現 在 ）

いずれかに該当する金額とする。

・月額23,000円以下の家賃を支払っている職員
家賃の月額から12,000円を控除した額

・月額23,000円を超える家賃を支払っている職員
家賃の月額から23,000円を控除した額の2分の1(その控除した額
の2分の1が16,000円を超えるときは，16,000円)を11,000円に加
算した額

交通機関等利用者

15km

代 表 的 な 職 種

行 政 職
区 分

10,300

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

円

円 40km 以上

15km 〃 20km

10km 〃

35km 〃 40km 〃 19,600

22,000

〃 17,200

8km 〃 10km

8,400

6km 〃 8km

7,100

4km

30km 〃

6km 25km 〃

円

35km

〃

6,300 円

円

円

円

後期高齢者医療特別会計

キ 特殊勤務手当

全 職 種

0.3 ％ 0.3

代 表 的 な 特 殊
勤 務 手 当 の 名 称

ク その他の手当

区分
国 の 制 度
と の 異 同

扶養手当 同 じ

差 異 の 内 容

住居手当 一部異なる

通勤手当 一部異なる

限度額 50,000円

2km 以上 4km 未満

30km 〃 14,700

4,800 円 20km 以上 25km 未満

円

〃

〃

〃

〃

12,800 円

〃 5,500 円
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総 社 市 介 護 保 険 特 別 会 計 予 算





議案第３２号 

令和 6 年度総社市介護保険特別会計予算 

令和 6 年度総社市の介護保険特別会計の予算は，次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第 1 条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ 6,815,000 千円と定める。 

2  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第 1 表 歳入

歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第 2 条 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 235 条の 3 第 2 項の規定に

よる一時借入金の借入れの最高額は，100,000 千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第 3 条 地方自治法第 220 条第 2 項ただし書の規定により歳出予算の各項の

経費の金額を流用することができる場合は,次のとおりと定める。 

（1） 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同

一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

令和６年２月２７日提出 

  総社市長  片  岡  聡 一 
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給 料 給与改定に伴う

増減分

住 居 手 当 通 勤 手 当

前年度

扶 養 手 当

360

360

その他の増減分

比 較 △ 5

説 明

45

区 分 増減額(千円) 増減事由別内訳 ( 千 円 )

△ 282

1,161 359

(2)　給料及び職員手当等の増減額の明細

7,700

354 45

職員手当

等の内訳

区 分

本年度 879 6,000

△ 1,700

特 殊 勤 務
手 当

時 間 外
勤 務 手 当

昇給に伴う増加分

△ 4,560 498

△ 5,298

240

人事異動等によるもの

41,890 25,583

給 与 費

報 酬

給　　　　　　　　　　　　　与　　

区　　　　　　分

本年度 その他の特別職

地域手当

前年度

その他の特別職

１　特　別　職

報 酬 給 料

期 末 手 当

年間支給率

（ 月 分 ）

職員数

人

介護保険特別会計

40

給 与 費 明 細 書

11,473その他の特別職 40

比較

(1)　総　括

２　一　般　職

前 年 度

11

13

本 年 度

区 分
職 員 数

人

11,119

△ 354

計

67,473

△ 8,200

46,450

職員手当等

比 較

29,223

△ 4,560

75,673

△ 3,640△ 2

給 料
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（単位　千円）

7,470

増 減

13 人

△ 15 312 △ 1,520 △ 430

7,900100

1,310 9,080

休 日 勤 務
手 当

管理職手当 期 末 手 当

998 10,600

85

備 考

給与改定実施時期

給与改定の状況

1.19 ％前年度 給料の改定率

平均昇給率

職員数の異動状況

0.55

本 年 度

（現に在職する職員数） （計）

令和5年4月1日

％

（その他）

前 年 度

△ 2 人

（単位　千円）

備 考

15,300

11 人

△ 2,050

11 人

△ 354

備　　　　　　考

（単位　千円）

11,473

合 計

11,119

そ の 他
の 手 当

共 済 費

費

寒 冷 地
手 当

△ 354

計

11,119

11,473

合 計

80,723

90,973

△ 10,250

共 済 費

13,250

13 人

△ 2 人

勤 勉 手 当
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職員手当等 制度改正に伴う

　イ　初　任　給

区 分

円

196,200

円令 和 6 年 1 月 1 日
現 在

高 校 卒

高 校 卒

平 均 年 齢

平 均 年 齢

平 均 給 与 月 額

(3)　給料及び職員手当の状況

令 和 6 年 1 月 1 日
現 在

令 和 5 年 1 月 1 日
現 在

大 学 卒

令 和 5 年 1 月 1 日
現 在

平 均 給 料 月 額

△ 3,640

増減分

　ア　職員１人当たり給与

154,600 円

203,800

158,900

平 均 給 与 月 額

その他の増減分 △ 3,640

行 政 職区 分

区 分 増減額(千円) 増減事由別内訳 ( 千 円 )

41.05 歳

301,138 円

342,939 円

366,470 円

313,292 円

40.00 歳

172,300 166,600

国 の 制 度

平 均 給 料 月 額

説 明

介護保険特別会計

大 学 卒

行 政 職

191,700

行 政 職

185,200

円
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2

6 1

2

3

6

13 100.0

30.8

％

15.4

15.4

2

2級

3

3

100.0

4

15.4

23.0

人

18.2

9.1

27.2

4

4

9.1

5

計

3

1

人

2

構 成 比

行 政 職

1

2 18.2

18.2 ％

区 分

　ウ　級別職員数

時間外勤務手当

住居手当 管理職手当

備 考

△ 5千円

△ 1,700千円

312千円

通勤手当

△ 430千円勤勉手当

△ 282千円

級

11

2

2

1

△ 1,520千円期末手当

休日勤務手当 △ 15千円

5

計

級 職 員 数

令 和 6 年 1 月 1 日

現 在

令 和 5 年 1 月 1 日

現 在

　（級別の標準的な職務内容）

区　　分 1 級 2 級 3 級 4 級

行 政 職 主 事 主 事 主 任 係 長

5 級

課長補佐

6 級

課 長
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代表的な職種

行 政 職

13

11

％
100.0比 率

11

全 職 種

昇給数別内訳

昇給に係る職員数

２号級

エ 昇　　給

月分

本

年

度

代 表 的 な 特 殊
勤 務 手 当 の 名 称

支 給 額 の
多い手当の名称

支給対象職員の
多い手当の名称

カ 特殊勤務手当

行 政 職

代 表 的 な 職 種

0.1 0.1

昇給に係る職員数

人
13

13

(A)職 員 数

100.0

13

％

備 考

(B)/(A)

％
100.0

13

100.0

13(B)

オ 期末手当・勤勉手当

区 分
6　月 12　月

支 給 期 別 支 給 率

％

前

年

度

区 分

％

月分

前 年 度

昇給数別内訳

有

全 職 種

4.45

有

2.225 2.225

区 分

％

2.250 2.250

支 給 対 象 職 員 の 比 率

4.50

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

本 年 度

（ 令 和 6 年 1 月 1 日 現 在 ）

月分

11(B)

11

比 率

介護保険特別会計

４号級

４号級

(B)/(A)

２号級

人

11

職 員 数 (A)
人

11

職制上の段階，職務の
級等による加算措置

支給率計

人
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20km 以上 25km 未満 12,800 円

交通機関等利用者

いずれかに該当する金額とする。

・月額23,000円以下の家賃を支払っている職員
家賃の月額から12,000円を控除した額

・月額23,000円を超える家賃を支払っている職員
家賃の月額から23,000円を控除した額の2分の1(その控除した額
の2分の1が16,000円を超えるときは，16,000円)を11,000円に加
算した額

差 異 の 内 容

4,800

キ その他の手当

区 分
国 の 制 度
と の 異 同

扶養手当 同 じ

自転車等の交通用具の使用者

円未満

円

住居手当 一部異なる

通勤手当 一部異なる

限度額 50,000円

2km 以上 4km

〃 30km 14,700 円

6km 〃 8km 〃 6,300

4km

8km 〃 10km 7,100 円

25km〃 6km 〃 5,500 〃

〃 円

〃 35km 〃 17,200 円円 30km

35km 〃 40km 〃 19,600

以上 22,000 円10km 〃 15km 〃 8,400 円

15km 〃 20km 〃 10,300 円

40km
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総 社 市 国 民 宿 舎 事 業 費 特 別 会 計 予 算





議案第３３号 

 

 

令和 6 年度総社市国民宿舎事業費特別会計予算 

 

令和 6 年度総社市の国民宿舎事業費特別会計の予算は，次に定めるところ

による。 

（歳入歳出予算） 

第 1 条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ 860,000 千円と定める。 

2  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第 1 表 歳入

歳出予算」による。 

（地 方 債） 

第 2 条 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 230 条第 1 項の規定により

起こすことができる地方債の起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び

償還の方法は，「第 2 表 地方債」による。 

 

 

令和６年２月２７日提出 

 

 

                 総社市長  片  岡  聡  一 
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（単位　千円）

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法

国 民 宿 舎 事 業 142,800 普通貸借 3.0％以内 政府資金については，その
（ただし， 融資条件により，銀行その他

又は 利率見直し の場合には，その債権者と協
方式で借り 定するところによる｡

証券発行 入れる資金 なお，市財政の都合により
（登録債） について， 繰上償還を行い，若しくは償

利率の見直 還年限を短縮し，又は低利債
しを行った に借り換えることができる。
後において
は当該見直
し後の利率）

償 還 の 方 法利 率

第２表　　地　方　債
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国民宿舎事業費特別会計

令 和 5

 限 度 額 の 支 出

国民宿舎管理運営委託 3,000,000

債務負担行為で令和7年度以降にわたるものについての令和5年度末までの

支出額又は支出額の見込み及び令和6年度以降の支出予定額等に関する調書

事 項

期 間
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（単位 千円）

年 度 末 ま で

（ 見 込 ） 額

金 額 期 間 金 額 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

6～10 3,000,000 3,000,000

令 和 6 年 度 左 の 財 源 内 訳

以降の支出予定額 特 定 財 源

一 般 財 源
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国民宿舎事業費特別会計

令 和 4 年 度 令 和 5 年 度 令 和 6 年 度

末 現 在 高 末 現 在 高

末 現 在 高 見 込 額 見 込 額

区 分

（単位　千円）

142,800142,800国民宿舎事業債

地 方 債 の 令 和 4 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 令 和 5 年 度 末

及 び 令 和 6 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

起債見込額
元 金 償 還
見 込 額

令和6年度中増減見込み
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